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調査の概要 

⚫ 調査目的 年末一時金の妥結状況を的確に把握し、労使に情報を提供する。 

⚫ 調査日  令和４年 11月 20日現在 

⚫ 調査対象 県内の民間労働組合から抽出した 420組合 

 

調査結果の概要 

⚫ 平均要求額 

平均要求額は652,459円で、前年同期と比べ金額で45,923円増加し、 

平均要求月数は2.50か月で、前年同期を0.16か月上回りました。 

⚫ 平均妥結額 

平均妥結額は579,837円で、前年同期と比べ金額で61,505円増加し、 

平均妥結月数は 2.21か月で、前年同期を 0.20か月上回りました。  

 

特徴と傾向 

⚫ 平均要求額、平均要求月数、平均妥結額及び平均妥結月数はいずれも前年同期を上回っ

ています。 

⚫ 妥結額の分布状況をみると、「60万円台」が全体の20.0％にあたる21組合と最も多く、「70

万円台」（同18.1％、19組合）、「40万円台」（同15.2％、16組合）と続きます。 

 

その他 

次回の公表（最終報：令和４年12月31日現在）は、令和５年１月下旬を予定しています。 

 

長野県内の民間労働組合を対象に、年末一時金要求・妥結状況を11月20日現在で 

調査しました。 
109組合から県に一時金要求の報告があり、そのうち妥結の報告があった労働組合は 

105組合でした。 

長野県（産業労働部）プレスリリース 令和４年（2022 年）12 月 19 日 

令和４年年末一時金要求・妥結状況調査結果が 

まとまりました（第１報：１１月２０日現在） 

産業労働部労働雇用課調査情報係 

（課長）木下 育夫 （担当）保坂 かおり 

電 話：026-235-7119（直通） 

    026-232-0111（代表）内線 2476 

ＦＡＸ：026-235-7327 

E-mail rodokoyo@pref.nagano.lg.jp 



 調査日　令和 ４ 年 　11月 20日

   公 　表  令和 ４ 年　 12月 19日

○企業規模別要求・妥結状況

規模 平均年齢 平均賃金 組合数
平均

要求額
平均

要求月数
前年

組合数
前年平均
要求額

前年平均
要求月数

組合数
平均

妥結額
平均

妥結月数
前年

組合数
前年平均
妥結額

前年平均
妥結月数

歳 円 組合 円 か月 組合 円 か月 組合 円 か月 組合 円 か月

41.0 241,480 53 557,766 2.31 55 537,745 2.22 52 483,264 2.00 55 429,134 1.78

40.2 274,916 35 728,506 2.65 33 661,626 2.45 33 658,195 2.36 33 595,702 2.21

40.6 289,516 21 764,699 2.64 23 691,996 2.46 20 701,634 2.42 23 620,621 2.21

40.7 261,471 109 652,459 2.50 111 606,536 2.34 105 579,837 2.21 111 518,332 2.01

○妥結額分布状況

規　模　計

令和４年年末一時金要求・妥結状況（第１報）

3.6

30万円台 10 9.5 10.8 100万円台 4 3.8 0.0

4 3.8 3.6

20万円台 9 8.6 9.9 90万円台 3 2.9

区分

70万円台 19 18.1 9.0

要　　　求 妥　　　結

前年同期結果
(R3.11.20）

前年同期結果
（R3.11.20）

組合 ％ ％

妥結額

10万円台 4 3.8 5.4 80万円台
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300人未満

300～999人

1000人以上

（注）　1　要求・妥結状況は、単純平均による。

　　　　2　平均妥結月数は、妥結組合の平均賃金に対するもの。

10万円未満 0 0.0 0.9

構成比
前年同期
構成比

（R3.11.20）

組合 ％ ％

組合数 構成比
前年同期
構成比

（R3.11.20）
妥結額 組合数

0 0.0 0.0

50万円台 14 13.3 22.5 120万円台 0 0.0 0.0

40万円台 16 15.2 18.0 110万円台

60万円台 21 20.0 16.2 130万円以上 1

＊構成比の合計は、四捨五入の結果100.0にならない場合がある。

1.0 0.0

合　計 105 100.0 100.0


